ＩＭＭ伴走支援業務 審査要領（案）
第１　目的
この要領は、令和８年度 農山漁村振興への貢献活動に係るインパクト証明書 ＩＭＭ伴走支援業務（以下「本事業」といいます。）の委託候補者の審査に関し、必要な事項を定めます。
第２　審査の体制
審査は、農林水産省及び事務局が行います。審査のための委員会は設置しません。
第３　審査の流れ
（１）要件確認：様式１及び様式２の提出書類がそろっているか、応募者が公募要領別表１の要件を満たすかを確認します。
（２）評価：別紙「審査シート」の６項目により、各ペアの企画提案を評価します。
（３）総合評価：（２）の評価に加え、支援対象とするインパクト証明書の申請内容及びその審査結果を総合的に併せて評価します。
（４）選定：総合評価の結果に基づき、予算の範囲内で委託候補者を選定します。
第４　インパクト証明書の審査結果の取扱い
インパクト証明書の申請内容及び一次審査結果は、本事業の審査において総合的に用います。
第５　一次審査を通過しなかった場合の取扱い
支援対象とするインパクト証明書の申請が一次審査を通過しなかった場合は、当該ペアについて本事業の契約に至りません。
第６　審査結果の取扱い
審査の経過及び個別の評価内容は公表しません。選定の結果及び理由は、委託先選定理由書に記録します。



別紙　審査シート（内部用）
各審査項目について、対応する様式１の記載欄のみを見て、次の５段階で評価する。各段階の基準は項目ごとに下表に定める。判断に迷う場合は、上位の基準を満たさない限りその点数は付けない（例：５の要素を一つでも欠く場合は４以下とする）。
	審査項目（対応する様式１の欄）
	５（優れている）
	４
	３（標準）
	２
	１（不十分）

	１ 改善点の把握（第５・改善点列）
	４領域すべてについて、一次審査に申請した内容の具体的な記述を引用・参照しながら改善点を特定しており、なぜ二次審査で不足するのかの理由まで示されている。
	４領域すべてに改善点の記載があり、大半で申請内容への言及があるが、一部の領域で理由の掘り下げが浅い。
	４領域すべてに改善点の記載はあるが、申請内容への具体的な言及が乏しく、一般論にとどまる領域がある。
	改善点の記載が３領域以下にとどまる、又は記載があっても内容が申請内容と結びついていない。
	改善点が１～２領域しか記載されていない、又は「改善が必要」等の記述のみで内容が特定できない。

	２ 対応策の妥当性（第５・対応策列）
	各領域の改善点に対し、誰が・何を・どの順序で行うかが具体的に示され、改善点と対応策が一対一で対応しており、二次審査での改善が見込める。
	各領域に対応策が示され、改善点との対応も概ね取れているが、一部で実施手順の具体性が不足する。
	対応策は４領域に示されているが、進め方が抽象的で、改善点との対応が読み取りにくい領域がある。
	対応策が一部の領域にとどまる、又は「支援する」等の記述のみで具体的な手立てが示されていない。
	対応策の記載が乏しく、改善点との対応が確認できない。

	３ 実施体制（第６）
	従事者ごとに役割と本業務への関与内容が明記され、ＩＭＭ・指標設計等の担当が誰かが特定でき、必要な専門性を体制内で満たしている。
	従事者と役割は明記されているが、一部の従事者の関与内容又は専門性の所在がやや不明確である。
	従事者一覧はあるが、役割分担又は関与内容の記載が大まかで、誰が中心的に担うか判別しにくい。
	従事者の記載はあるが役割分担が不明、又は本業務に必要な専門性を担う者が確認できない。
	実施体制の記載が乏しく、遂行できる体制か判断できない。

	４ 実施スケジュール（第７）
	契約締結から令和９年２月28日までの工程が、二次審査の日程（提出・フィードバック等）と対応づけて具体的に示され、無理のない配分になっている。
	主要工程は時期とともに示されているが、二次審査の日程との対応づけが一部弱い。
	工程は示されているが、時期の記載が大まかで、二次審査の日程との整合が読み取りにくい。
	工程の記載が一部にとどまる、又は期間内に収まるかどうかの判断が難しい。
	スケジュールの記載が乏しく、実施可能性を判断できない。

	５ 実績・専門性（第８）
	ＩＭＭ・ロジックモデル・指標設計等に直接該当する実績が複数（３件程度）示され、実施時期・相手方・概要から本業務への適用可能性が確認できる。
	関連する実績が複数示されているが、一部は本業務との関連がやや間接的である。
	実績は示されているが、本業務（ＩＭＭ・指標設計等）との関連が限定的、又は概要が簡潔で適用可能性を読み取りにくい。
	実績の記載が１件程度、又は本業務との関連が乏しい。
	本業務に関連する実績・専門性が確認できない。

	６ 委託費の妥当性（第９・様式２）
	実施内容・体制に対して積算の単価・数量・回数等の根拠が明確で、費目区分が適切、一般管理費も上限内で対象外経費を含まない。
	積算根拠は概ね示されているが、一部の費目で単価・数量等の根拠の記載が不足する。
	積算は示されているが、根拠の記載が大まかな費目がある、又は費目区分に確認を要する点がある。
	積算根拠が複数の費目で不明確、又は一般管理費の上限超過等の要確認事項がある。
	積算の妥当性が確認できない、又は委託費の対象外経費が含まれている。


【総合評価欄】　上記６項目の評価に加え、第５の「該当する審査観点」列と、インパクト証明書の申請内容及びその審査結果を総合的に併せて勘案し、選定の適否及び優先順位を記載する。
